
 

 

 

 

 

綾瀬市公共建築物予防保全(長寿命化) 

指 針 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年８月 

（令和３年３月改定） 

綾瀬市 

 

 



 

 

【目次】 

 

◆はじめに  

 １ 指針策定の背景、目的                        ・・・・・・・・・・P１ 

 ２  指針の位置づけ（マネジメント基本方針との関係性） ・・・・・・・・P１ 

 

◆第１章 現状と課題 

 １ 市有建築物の老朽化              ・・・・・・・・・・P１ 

 ２ 市有建築物の短い使用期間           ・・・・・・・・・・P１ 

 ３ 莫大な施設更新費用              ・・・・・・・・・・P１ 

 ４ 市有建築物の維持管理体制           ・・・・・・・・・・P１ 

 

◆第２章 取り組み方針 

１ 点検・診断等の実施について          ・・・・・・・・・・P２ 

  (1) 施設所管課への支援 

  (2) 日常点検 

  (3) 定期点検 

   (4) 法定点検 

  (5) 劣化診断 

２ 修繕、改修、更新の実施について        ・・・・・・・・・・P３ 

  (1) 予防保全の対象とする建築物及び重要管理部材 

  (2) 建築物及び重要管理部材の目標使用年数の設定 

ア 建築物の目標使用年数 

イ 重要管理部材の目標使用年数 

  (3) 判定基準(判定フロー)、改修等のサイクル 

  (4) 効率的かつ効果的な工事の実施 

    ア 予防保全工事 

    イ 予防保全工事以外の工事 

    ウ 大規模リニューアル工事 

３ 安全確保・耐震化の実施について        ・・・・・・・・・・P６ 

  (1) 安全判断基準の設定、安全確保の方法 

  (2) 耐震化の基準の設定、耐震化の優先順位 

４ 長寿命化の実施について            ・・・・・・・・・・P６ 

  (1) 長寿命化実施の判定基準 

  (2) 長寿命化の実施方法 

     ア 長寿命化設計基準の策定 

     イ 中長期保全計画の策定 

 



 

 

５ コスト縮減、平準化、財源確保        ・・・・・・・・・・P７ 

 (1) 維持管理コストの縮減 

  (2) 財源の確保 

  (3) 民間活力等の導入検討 

  (4) 市維持修繕予算の平準化 

６ データの一元管理・活用            ・・・・・・・・・・P７ 

  (1) データ管理・一元化の手法 

  (2) データの活用 

７ 予防保全の実現に向けた各部局の協同体制について・・・・・・・・・P８ 

 

参考資料 

１ 耐用年数の種類について               ・・・・・・P９ 

２ 劣化診断フローについて               ・・・・・・P９ 

３ 建築物の目標使用年数について            ・・・・・・P１０ 

４ 予防保全対象施設一覧表               ・・・・・・P１２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

◆はじめに 

 

１  指針策定の背景、目的 

本指針では、市有建築物の維持保全に係る今後のあるべき方向性を示すことにより、予

防保全型の長寿命化を推進することで、施設の安全性を確保しつつ、財政負担の平準化、

建築物のライフサイクルコストの縮減を図ることを目的とします。 

２  指針の位置づけ(綾瀬市公共施設マネジメント基本方針との関係性) 

   本市では、市有建築物全体を対象とし、施設の長寿命化、効率的な維持管理、コストの

縮減、適正配置や総量削減を検討するとともに、将来負担の軽減を図る公共施設マネジメ

ントを推進していく「綾瀬市公共施設マネジメント基本方針」（以下、「基本方針」とい

う。）を策定しました。 

   基本方針で示した市有建築物の内、建築物に係る予防保全型の維持管理・長寿命化に取

り組む上での具体的な考え方を綾瀬市公共建築物予防保全（長寿命化）指針（以下「指針」

という。）として示すものです。 

 

◆第１章 現状と課題 

 

１ 市有建築物の老朽化 

本市では、人口増加や高度経済成長等の社会的・経済的な変化に対応するため、これま

で多くの建築物を整備してきた結果、延床面積で約１９万㎡（R３.３月現在）の建築物を

所有しています。この内、一般的に老朽化の目安といわれている築３０年を経過している

ものが７割を超えており、この状況は今後、更に進行していくことが予想されます。 

２ 市有建築物の短い使用期間 

本市における建築物の取り壊し時の使用年数実績は、市庁舎（RC 造）で２３年、綾瀬

中学校（RC 造）で３９年となっており、減価償却年数
 ※

（５０年）と比較して明らかに短

命です。これは、取り壊しの理由が物理的耐用年数
 ※

によるものではなく、機能的耐用年数
 ※

に

よるところが大きいと考えられます。  

３ 莫大な施設更新費用 

市有建築物を対象に、平成２２年度から平成２６年度まで５カ年における平均投資額は

年間約１５．７億円です。大規模改修及び建替えの時期を迎える施設の面積に単価を乗じ

るなどの方法で費用を試算した結果、今後必要な費用の推計値は年平均２４億円です。超

高齢化社会、少子高齢化が予想される将来において、義務的経費の割合が増加傾向にある

厳しい財政状況の中では、この建築物更新費用の抑制が喫緊の課題となっています。 

４ 市有建築物の維持管理体制 

本市の施設の維持管理は、施設単位ごとに実施されていますが、殆どの施設において専

門知識を有する技術職員（建築工事所管課職員）が配置されていない状況です。 

更に、今後は施設所管課が担う業務もこれまで以上に増加し、内容も高度化、多様化す

ることが想定される為、施設所管課と専門知識を有する技術職員の協働体制の整備が不可

欠です。 

 

※巻末参考資料１参照 
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◆第２章 取り組み方針 

 

１ 点検・診断等の実施について 

計画的な予防保全を実施する為に、施設所管課による適正な維持管理と法定点検及び自

主点検を行います。 

(1) 施設所管課への支援 

建築物の点検には、法定点検のほか、自主的な点検として、日常点検、定期点検、劣化

診断があります。施設所管課が建築物の点検を行う為には、建築物に関する専門的な知識

がある程度必要となるため、点検マニュアルの作成、講習会の実施、点検等に関する相談、

修繕方法、予算化への助言等について、必要に応じて建築工事所管課による支援を行いま

す。 

(2) 日常点検 

施設所管課が「公共建築物点検マニュアル」に基づき、目視等で行う任意点検です。 

(3) 定期点検 

  ア 施設管理者による定期点検 

年に 1 回以上、点検チェックシートを使用して行う点検です。毎年 4 月～6 月まで

の間に実施し、6月中に点検結果を建築工事所管課に報告します。 

イ 工事所管課による定期点検 

日常点検で異常があった重要管理部材(後述)に対して、目標修繕周期を目安に建築

工事所管課が行う点検で、劣化度に応じて修繕内容を検討します。 

(4) 法定点検 

  建築基準法に規定する建築物及び他法令で、有資格者による定期点検が義務付けられて

いる建築設備・電気設備及び機械設備の点検です。 

(5) 劣化診断 

  計画保全対象建築物は、目標使用年数の中間期に、建築物に係る専門的な知識を有する

者（外部委託）が、構造躯体の劣化の進行状況を把握し、修繕や更新時期を見直すために

「劣化診断
※

」を実施します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※巻末参考資料２参照 
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２ 修繕、改修、更新の実施について 

  限られた財政状況では、全ての建築物を一律に予防保全し、長寿命化することは難しい

為、予防保全の対象とする建築物及び重要管理部材を選定し、修繕や改修、更新の考え方

を示していきます。 

(1) 予防保全の対象とする建築物及び重要管理部材 

ア 建築物 

   施設の主たる建築物を中心に、施設の鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート

造及び鉄骨造の内、長寿命化を効率的かつ効果的に進めるため、概ね床面積２００㎡

以上（自治会館程度の建築物）の規模を目安とします。 

 

予防保全指針の対象とする建築物 

構造条件 鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造、鉄骨造 

規模条件 原則として２００㎡以上 

 ※対象施設については巻末資料参照 

 

イ 重要管理部材 

重要管理部材についても建築物と同様に、一律に予防保全を行うことは困難です。 

独立した設備や軽微な部材については、建築物の目標使用年数に影響しないことか

ら、指針の対象に含めないものとし、不具合発生時に建築物の機能への影響が大きい

もの、人命に大きな影響を及ぼすものなどを優先し、建築物を維持するための必要最

低限のものを「重要管理部材」として位置付け、予防保全を徹底します。 

 

 

(2) 建築物及び重要管理部材の目標使用年数の設定 

ア 建築物の目標使用年数 

予防保全により建築物の長寿命化・ライフサイクルコストの縮減を考える上では、

必要最小限の回数及び経費で工事を実施することが必要であり、その為、目標使用年

数を適切に設定します。劣化した構造躯体を再生するには、多額の費用を要すること

から、構造躯体の寿命を建築物の目標使用年数
※

とします。  

 

 

分  類 指針の対象とする重要管理部材 

建築 
構造躯体 基礎、柱、梁、床スラブ、屋根スラブ 

仕上材 屋根（防水）、外壁、外部金属製建具 

電気設備 

電力引込設備、受変電設備、幹線設備、動力設備、非常用照明設

備、誘導灯設備 3..0、非常放送設備、自動火災報知設備、非常警

報設備、非常用発電設備、蓄電池設備 

機械設備 
給湯設備、給排水設備、ポンプ設備、空気調和設備、自動制御設

備、換気設備、排煙設備、消火設備、エレベーター設備 

※巻末参考資料３参照 
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 既存建築物 新築建築物 

鉄骨鉄筋コンクリ

ート造・鉄筋コン

クリート造 

鉄骨造 

鉄骨鉄筋コンク

リート造・鉄筋

コンクリート造 

鉄骨造 

目標使用年数 ６５年 ４５年 １００年 ７０年 

   なお、令和２年度に策定した「公共施設再編計画」に基づき、再編される施設につい

ては、目標使用年数を前倒しすることが考えられます。 

 

イ 重要管理部材の目標使用年数 

財政負担を軽減し、維持管理コストを縮減するためには、適切に日常点検や定期点

検を実施し、可能な限り重要管理部材の長寿命化を図ることで、減価償却耐用年数を

上回る目標使用年数を設定し、一定の目標修繕周期で修繕を実施することで、修繕経

費の削減に努めます。 

分 類 重要管理部材 
減価償却 
耐用年数 

目標修繕 
周  期 

(部分修繕) 

目標使用 
年  数 

(全面改修) 

建  築 

基礎、柱、梁、スラブ ※ 50 年 ３５年 ６５年 

屋根、防水 - ５年 ２０年 

外 壁 
タイル張り - １０年 ６５年 

複層仕上塗材 - ５年 １５年 

外部金属製建具 - ５年 ４０年 

電気設備 

電力引込設備 １５年 １０年 ２０年 

受変電設備 １５年 １０年 ２０年 

幹線設備 １５年 １０年 ３０年 

動力設備 １５年 １０年 ３０年 

非常用照明設備 １５年 １０年 2０年 

電話交換設備 １５年 １０年 ２０年 

誘導灯設備 １５年 ５年 2０年 

非常放送設備 １５年 ５年 ２０年 

自動火災報知設備 ８年 ５年 ２０年 

非常警報設備 １５年 ５年 ２０年 

非常用発電設備 １５年 ５年 ３０年 

蓄電池 ６年 ５年 ８年 

機械設備 

給湯設備 １５年 ５年 ２０年 

給排水設備 １５年 １０年 ３０年 

ポンプ設備 １５年 １０年 ３０年 

空気調和設備 １５年 １０年 ２０年 

自動制御設備 １５年 １０年 ２０年 

換気設備 １５年 １０年 ２０年 

排煙設備 ８年 １０年 ２０年 

消火設備 ８年 １０年 ２０年 

エレベーター設備 １７年 １０年 ３０年 

【参考】平成 17 年版建築物のライフサイクルコスト(財団法人 建築保全センター) 

※構造躯体（基礎、柱、梁、スラブ）の目標使用年数については、建物構造毎に異なります。

※目標修繕周期については、設備部品の劣化状況に応じ、柔軟に対応します。 
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ただし、建築物の目標使用年数を上回る周期で重要管理部材の更新が生じる場合は、更新

を見送るものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 改修等のサイクル 

建築物の寿命の中間期において、躯体の健全性を調べ、将来行うべき改修・更新工事の時

期・規模を適切に設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 効率的かつ効果的な工事の実施 

判定基準に基づき実施する工事についての考え方を示します。 

ア 予防保全工事 

予防保全工事は計画保全対象建築物の重点管理部材についての修繕、更新工事が対

象となります。実施にあたっては、安全性、緊急性、効率性等を多角的に検討した上

で、優先度を判定し計画的に実施します。 

新築当時の基本的な建築物性能まで引き上げたり、一部の機能を付加することで建

築物性能の向上を図る必要性等も検討します。 

 

  
更新① 

 
更新② 

 
更新③ 

 
解体等 

0 年 20 年 40 年 60 年 65 年 

予防保全対応 事後保全的対応 

経過年数 

建物建設 
屋根(防水) 屋根(防水) 屋根(防水) 建替え 

30 

(劣化診断後) 

築 30～40 年目 

大規模改修 

 

築 15～20 年目 

中規模改修 

65 年間 

40 

劣化 

20 

向上 

経年による機能・性能の劣化 

65 

施設全体の機能に相当な支障が発生する水準 

社会的要求水準（耐震・省エネ等） 

（建物を良い状態に保ち、目標使用年数まで使う） 

・屋根改修 

・外壁改修 

・給排水ポンプ交換 

・空調機器交換 等 

（劣化診断） 

躯体の健全性評価 

・屋根改修（断熱化等含む） 

・外壁改修（断熱化等含む） 

・開口部改修 

・内部改修（用途変更含む） 

・受変電設備改修 

・照明設備改修 

・通信・防災設備改修 

・給排水衛生設備改修 

・空調設備改修 等 

・防水改修 

・外壁改修 

・給排水ポンプ交換 

・空調機器交換 等 

建替え 

機能回復 

（中規模改修） 

機能向上 

（大規模改修） 

 

 

 

60 15 

 

築 60 年目 

小規模改修 

機能回復 

（中規模改修） 
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イ 予防保全工事以外の工事 

予防保全工事以外の工事は、建築物の内装等について基本的な建築物の性能まで引

き上げるもので、予防保全工事と区分します。 

ウ 大規模リニューアル工事 

将来的な建築物の利用計画に基づき、建築物の用途変更等に伴う大規模な改修等の

工事で、躯体のみを再利用する「スケルトン改修」や、新たな平面計画や付帯設備の

再構築を考慮した大規模改修工事を実施するものです。 

 

３ 安全確保・耐震化の実施について 

   予防保全や長寿命化に取り組む上で、施設の安全確保・耐震化等、安全面における不具

合が発生した場合における対応について、予め考え方を整理しています。 

(1) 安全判断基準の設定、安全確保の方法 

   安全判断基準を設定し、基準を下回り利用者の安全確保に問題が生じた建築物への対応

方針を定めます。 

(2) 耐震化の基準の設定、耐震化の優先順位 

 本市の公共建築物は全施設で耐震化は完了していますが、今後に備え、新たに耐震対策

を講じる場合の判断基準や、耐震化する施設の優先順位等を定めます。 

 

４ 長寿命化の実施について 

  長寿命化を実施するために必要な事項について記載しています。 

(1) 長寿命化実施の判定基準 

 目標使用年数の中間年に、躯体の健全性について検証し、長寿命化実施の判定基準に照

らし、長寿命化の適・不適を判断し、その後の建築物のあり方を決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標使用年数 65 年の内、築 30 年程度の建築物について劣化診断 

（構造躯体健全性評価）を実施 

鉄筋腐食度 

圧縮強度 

中性化深さ 

腐食あり 

強度不足 

残り 20 年未満 

対策可能性 
不可 

建替え検討 

可 

工事内容検討 

中規模改修 

(中性化対策含む) 

残り２０～３０年 
程度使用 以上使用 

さらに３０年 

大規模改修 

工事内容検討 工事内容検討 

中規模改修 

ア 

イ 

ウ 残り 30 年以上 

残り 20年以上 
30 年未満 

直近で 
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(2) 長寿命化の実施方法 

ア 長寿命化設計基準の策定 

長寿命化の推進と安全性を確保しつつトータルコストの縮減を図るために、新築する

建築物を対象とした『長寿命化設計基準』を策定し設計に配慮します。 

イ 中長期保全計画の策定 

計画保全対象建築物については、重要管理部材等の修繕、更新の時期及び費用等を加

味した、「中長期保全計画」を策定し、全庁的な予防保全を推進します。 

 

５ コスト縮減、平準化、財源確保 

予防保全型の維持管理を担保するためには、更なる歳出抑制と財源確保は必要不可欠であ

るため、それらの方策について記載しています。 

(1) 維持管理コストの縮減 

 資産管理システム(後述)を活用し、維持管理費の経年比較や、他施設間との比較分析を

行うこと等により、維持管理の効率化及び改善によるコスト縮減を図ります。 

(2) 財源の確保 

 財源を確保するための方策について、専用の基金の創設、貸付・売払い、借地解消等を

検討します。 

(3) 民間活力等の導入検討 

 新規施設整備時における PPP/PFI の導入検討のほか、指定管理者制度や包括的な管理

委託等による財源確保を図ります。 

(4) 市維持修繕予算の平準化 

    資産管理システムの活用により策定した中長期保全計画を基に、劣化状況等を総合的に

加味した工事の先送り、前倒しによる予算の平準化を行うことで、財政負担の軽減を図り

ます。 

 

６ データの一元管理・活用 

予防保全型の維持管理を実践する上で必要な、施設データの管理・活用の方策について記

載します。 

(1) データ管理・一元化の手法 

 建築物の基本情報、点検結果、工事履歴等、建築物の関連情報を体系的に管理し、デー

タに基づいた予防保全を実施する必要があるため、今後導入する資産管理システムを活用

した管理体制を整備します。 

(2) データの活用 

・維持管理コストの縮減・平準化 

データを基に建築物の維持管理費や運用状況の評価・分析を行い、維持管理におけ

る問題点の洗い出しと改善により、コスト縮減及び平準化を図ります。 

・維持修繕予算の平準化 

点検結果に基づく劣化状況や工事の優先度を踏まえ、工事時期の先送り・前倒しを

適切に実施することで、維持修繕等の更新費用を平準化し、財政負担を軽減します。 
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７ 予防保全の実現に向けた各部局の協同体制について 

 

施設の予防保全及び長寿命化を実現するにあたっては、法定点検を始めとした日常点検

や定期点検が実施され、その情報を基に予算措置される体制づくりが必要です。このこと

から、次のとおり各部局の役割を設定し、相互に協力し合う協同体制を整備します。 

 

建築工事所管課：施設所管課への技術的支援 

施設所管課：適正な維持管理の実施 

公共施設マネジメント所管課：施設情報の一元管理と活用 

財政所管課：中長期的予算配分 

 

点検から予算化までの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【建築工事所管課】 施設所管課への支援 

○点検マニュアルの作成 

○定期的な講習会の実施（2 月、随時） 

○点検に伴う相談、修繕方法、予算化への助言(法定点検含む) 

【施設所管課】適正な維持管理の実施 

○マニュアルに基づく日常点検の実施（随時） 

○マニュアルに基づく定期点検の実施（6 月末まで） 

○点検情報の資産管理システムへの入力（6 月末まで） 

 

【公共施設マネジメント所管課】情報の一元化と活用 

○システムによる点検情報の一元管理 

○中長期保全計画の作成、修繕費の平準化検討 

【財政所管課】中長期的予算配分の検討 

○中長期保全計画を反映した予算措置（10 月～） 
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巻末 参考資料 

 

１ 耐用年数の種類について 

 （1）減価償却年数とは 

    固定資産の減価償却費を算出するために税法で定められた年数。 

 （2）物理的耐用年数とは 

    建物躯体や構成材が理的あるいは化学原因により劣化し、要求される限界性能を下

回る年数。 

 （3）機能的耐用年数とは 

    使用目的が当初の計画から変わったり、建築技術の革新や社会的要求が向上して陳

腐化する年数。 

 

２ 劣化診断フローについて 

一次診断及び二次診断の結果から得られた鉄筋の腐食、コンクリートのひび割れ、大

たわみ及び漏水の有無等から、建築物の劣化状況を多角的に判断し劣化度を評価します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

劣化診断 

二次診断 

一次診断 

STEP１ 【施設所管課】 日常点検 

○日常点検のうち、主に躯体・外壁に関する結果について

建築工事所管課へ引き渡し 

STEP２ 【建築工事所管課】 目視による現地調査 

○日常点検結果を引き継ぎ、専門的視点から二次診断の必

要性について現地調査 

STEP３ 【外部調査機関】 破壊試験等の詳細調査 

○施設所管課・建築工事所管課によりピックアップした箇

所についての専門的劣化診断 

STEP１～３までの診断結果を受け、 

各施設の長寿命化方針を決定 
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３ 建築物の目標使用年数について  

予防保全を実施するためには、将来的に何年間施設を使用するのか、目標とする使用

年数を設定し、その目標に向けて逆算しながら、修繕及び改修年の計画を立てる必要が

あります。 

劣化した構造躯体を再生するには、多額の費用を要することから、構造躯体の寿命を

建築物の目標使用年数とします。建築工事標準仕様書（ＪＡＳＳ５ 鉄筋コンクリート工

事・日本建築学会 2015 年）では、構造体の総合的耐久性として、基本仕様の鉄筋コン

クリート造の建築物を６５年としています。 

本市ではこれまで、建築物に使用するコンクリートを特別な仕様としていないことか

ら、一定の技術や施工精度によって設置された標準的な建築物の使用年数（基本仕様）

で施工されているものとします。 

従って、既存の鉄筋コンクリート造の目標使用年数を、減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（ 昭和４０年大蔵省令第一五号）による減価償却資産耐用年数の１．３倍と

なる６５年とします。既存の鉄骨造についても同様に、減価償却資産耐用年数の１．３

倍となる４５年とします。 

また、新築の鉄筋コンクリート造の建築物の目標使用年数は、構造躯体の設計基準強

度に配慮し、減価償却資産耐用年数の２倍となる１００年とし、新築の鉄骨造の建築物

についても同様に、減価償却資産耐用年数の２倍となる７０年とします。 

 

 

 

 

 

 

 


